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第３ 【設備の状況】 

当社グループの当連結会計年度の設備投資額は48億２千８百万円であった。事業の種類別セグメント

は、次のとおりである。 

(設備工事業) 

当連結会計年度は、事業所の移転用地の購入、並びに施工品質の維持・向上や安全性及び環境保全を

目的とした作業用車両、機械、工具等の生産設備の購入を中心に投資を行い、その総額は30億４千８百

万円であった。 

なお、設備の売却、撤去等については、特記する事項はない。 

  

(電気機器販売業等) 

当連結会計年度は、主に当社グループに対する賃貸を目的として、作業用車両、機械、工具等のリー

ス用資産の購入を中心に投資を行い、その総額は17億７千９百万円であった。 

なお、設備の売却、撤去等については、特記する事項はない。 

  

(注) 「第３ 設備の状況」の金額の記載にあたっては、消費税等は含まれていない。 

  

１ 【設備投資等の概要】
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(1) 提出会社(設備工事業) 

平成20年３月31日現在 

 
  

２ 【主要な設備の状況】

事業所 
(所在地)

帳簿価額(百万円)

従業員数
  

(人)建物・ 
構築物

機械・
運搬具・ 
工具器具・ 
備品 

土地

合計

面積(㎡) 金額

本社 
(東京都港区) 

2,842 294 76,589 11,991 15,127 165

人材育成センター 
(茨城県牛久市) 

2,242 54
(9,000)
19,167

1,311 3,607 19

つくば技術研究所 
(茨城県かすみがうら市) 

436 45 17,447 410 891 8

営業統轄本部 
(東京都港区) 

78 40 － － 119 305

情報通信システム本部 
(同上) 

115 157 393 107 379 263

電力本部 
(同上) 

1,161 543
(22,420)
41,115

3,496 5,201 471

技術・事業開発本部 
(同上) 

1,004 28 26,706 3,628 4,662 49

中央支店 
(同上) 

198 58
(33)

1,330
434 691 575

東京支店 
(東京都文京区) 

2,928 647
(297)

39,201
11,078 14,654 615

神奈川支店 
(横浜市西区) 

1,464 430
(7,106)
38,180

5,924 7,818 578

千葉支店 
(千葉市中央区) 

1,003 333
(1,688)
43,296

3,998 5,335 515

埼玉支店 
(さいたま市南区) 

917 301 37,269 3,979 5,198 473

茨城支店 
(茨城県水戸市) 

1,182 332
(3,464)
43,953

1,466 2,981 428

栃木支店 
(栃木県宇都宮市) 

300 185
(4,253)
27,196

2,257 2,743 340

群馬支店 
(群馬県前橋市) 

1,418 229
(577)

22,483
1,359 3,007 300

山梨支店 
(山梨県甲府市) 

289 117
(598)

13,357
651 1,059 204

静岡支店 
(静岡県沼津市) 

610 203
(3,991)
20,783

1,767 2,581 265

多摩支店 
(東京都八王子市) 

1,334 194
(2,134)
13,495

2,328 3,857 275

関西支店 
(大阪市中央区) 

174 8
(247)
189

94 277 87

名古屋支店 
(名古屋市中区) 

16 3 268 45 64 32

九州支店 
(福岡市博多区) 

0 3 － － 3 41

北海道支店 
(札幌市中央区) 

7 4 47 3 16 42

東北支店 
(仙台市青葉区) 

11 4 673 18 34 47

長野支店 
(長野県長野市) 

26 8
(313)
1,305

141 177 61

アジア統括支店 
(シンガポール) 

－ 0 － － 0 7
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(2) 国内子会社 

平成20年３月31日現在 

 
(注) １ 帳簿価額に建設仮勘定は含まない。 

２ 土地及び建物の一部を連結会社以外から賃借しており、土地の面積欄中( )内は賃借中のもので外書きで示

している。 

３ 提出会社の人材育成センターは社員教育用施設であり、つくば技術研究所は研究・実験用施設である。その

他の施設は事務所ビル等である。 

４ リース契約による主な賃借設備は、次のとおりである。 

 
  

会社名 
(所在地)

事業の種類別 
セグメントの 
名称 

帳簿価額(百万円)

従業員数
  

(人)建物・
構築物

機械・
運搬具・ 
工具器具・
備品 

土地

合計

面積(㎡) 金額

㈱関工パワーテクノ 
(東京都大田区) 

設備工事業 27 51
(7,096)

－
－ 78 365

関工商事㈱ 
(東京都文京区) 

電気機器 
販売業 

101 5 2,287 406 513 101

関工不動産管理㈱ 
(東京都文京区) 

その他の事業 1,545 1 6,420 565 2,111 25

㈱ケイリース 
(東京都文京区) 

その他の事業 2 4,321 － － 4,323 16

会社名
事業の種類別 
セグメントの 
名称 

設備の内容
年間リース料
(百万円)

備考

㈱関電工 設備工事業 
電子計算機及び
その周辺機器 

306
所有権移転外 
ファイナンス・リース 
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当社グループの設備投資については、施工品質と作業安全性の一層の向上及び環境保全対策の更なる推

進を目的としており、その計画を示せば、次のとおりである。 

(設備工事業) 

 (1) 重要な設備の新設等 

 
  

 (2) 重要な設備の除却等 

重要な設備の除却等の計画はない。 

  

(電気機器販売業等) 

重要な設備の新設及び除却等の計画はない。 

  

３ 【設備の新設、除却等の計画】

会社名 
事業所 
(所在地)

内容

投資予定金額(百万円)

資金調達方法 備考
総額 既支払額

㈱関電工 
東京支店他 
(東京都文京区他) 

車両運搬具 1,600 －
自己資金
及びリース

主に配電線工事の作業用
車両等 

機械装置等 1,500 －
自己資金
及びリース 

主に配電線工事の工事用
機械等 
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平成19年６月28日

株式会社 関 電 工 
  
  取 締 役 会  御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社関電工の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、

連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社関電工及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 
  

独立監査人の監査報告書

井 上 監 査 法 人

代表社員 

業務執行社員 
公認会計士        萱 嶋 秀 雄  

代表社員 

業務執行社員 
公認会計士        佐 藤 賢 治  

業務執行社員 公認会計士        三 宅 正 彦  

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管している。 



 

平成20年６月27日

株式会社 関 電 工 
  
  取 締 役 会  御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社関電工の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸

借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について

監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対す

る意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社関電工及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

重要な後発事象に記載のとおり、会社は、平成20年４月17日に川崎設備工業株式会社の普通株式を公開買付けにより

取得し、同社を新たに子会社とした。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 
  

独立監査人の監査報告書

井 上 監 査 法 人

代表社員 

業務執行社員 
公認会計士        萱 嶋 秀 雄  

代表社員 

業務執行社員 
公認会計士        平 松 正 己  

業務執行社員 公認会計士        三 宅 正 彦  

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管している。 



 

平成19年６月28日

株式会社 関 電 工 
  
  取 締 役 会  御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社関電工の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第93期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計

算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社関電工の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 
  

独立監査人の監査報告書

井 上 監 査 法 人

代表社員 

業務執行社員 
公認会計士        萱 嶋 秀 雄  

代表社員 

業務執行社員 
公認会計士        佐 藤 賢 治  

業務執行社員 公認会計士        三 宅 正 彦  

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管している。 



 

平成20年６月27日

株式会社 関 電 工 
  
  取 締 役 会  御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社関電工の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第94期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社関電工の平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

重要な後発事象に記載のとおり、会社は、平成20年４月17日に川崎設備工業株式会社の普通株式を公開買付けにより

取得し、同社を新たに子会社とした。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 
  

独立監査人の監査報告書

井 上 監 査 法 人

代表社員 

業務執行社員 
公認会計士        萱 嶋 秀 雄  

代表社員 

業務執行社員 
公認会計士        平 松 正 己  

業務執行社員 公認会計士        三 宅 正 彦  

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管している。 
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